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研究成果の概要（和文）：本研究では，自然災害と空間リスクを考慮した動学空間経済モデルを開発する．産業連関モ
デル，空間応用一般均衡モデル，都市経済モデル，及び最適化モデルに空間情報を組み込むことによって，新たなシミ
ュレーション分析手法を提案する．巨大地震，津波，氾濫，火山噴火，及び環境リスク等の自然災害が地域経済へもた
らす影響が明らかにされる．将来生じうる自然災害の経済被害の推計に有益な手法が示される．

研究成果の概要（英文）：In this study, we develop dynamic spatial economic models for evaluating natural 
disasters and environmental risks. We propose simulation analysis methods by incorporating the 
input-output model, the spatial general equilibrium model, the urban economic model, and the optimization 
model with the spatial information. We show the regional economic impacts of natural disasters such as 
huge earthquakes, tsunamis, floods, eruptions, and environmental risks. The useful methods for evaluating 
the impacts of future natural disasters are proposed.

研究分野： 都市・地域システム分析

キーワード： 自然災害　環境政策　経済政策　シミュレーション工学　防災
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
我が国は、日本列島及び周辺の島々を領土

とする国家である。世界トップクラスと呼ば
れる日本の輸送技術、省エネ・環境技術、及
び防災・復旧復興技術を、グローカルネット
ワークを介して世界展開するための政策・戦
略策定は重要な課題である。枯渇性資源から
再生可能資源へのエネルギーシフトは、物
流・物質循環に大きな変化をもたらそうとし
ている。 
また、リダンダンシーを備える生産物流ネ

ットワークの構築は、地震等の巨大リスクを
軽減する防災・復旧復興政策にとって不可欠
なものである。流域・陸海域における発展を
持続するためには、ロジスティックな視点を
含む物質循環の再構築が必要である。このよ
うな政策的な課題を、時空間レベルで分析で
きるフレームワークの出現が期待されてい
る。 
 
２．研究の目的 
本研究では、自然災害リスクと環境リスク

を考慮した動学空間経済シミュレーション
モデルを開発する。港湾都市・地域とそれら
を結ぶロジスティックスシステムを対象と
して、将来起こりうる自然災害リスクと環境
リスクを前提に様々なシナリオに基づいて、
防災・復旧復興政策、低炭素技術政策及び流
域・陸海域における環境政策等の導入が、物
流、地域・国際経済、産業構造及び環境負荷
等にもたらす影響を空間経済シミュレーシ
ョンによって分析する手法を開拓する。 

 
３．研究の方法 
(1)動学空間応用一般均衡モデルを用いた巨
大地震の防災復興投資の影響 
地震は多大な被害をもたらす。地震が発生

する地域や国においては、地震の被害を防ぐ
ための投資や防災・減災に対する取組は重要
な課題である。動学空間一般均衡モデルを構
築して、巨大地震に対する防災復興投資の経
済的影響を計測する。我が国 47 都道府県の
地域を対象にしてシミュレーションモデル
を構築する。巨大地震がもたらす直接的被害
のシナリオをもとに、地震前の防災投資と地
震後の復興投資が、各都道府県の地域経済に
与える影響を明らかにする。 
 この分析の特徴は、産業レベルの防災・復
興投資という動学的な要素と地域間の財の
取引の変化という空間的な要素が同時に取
り扱われていることにある。防災投資と復興
投資は経済的な費用を伴うため、地震の前後
の投資にはトレードオフの関係が存在する。
通常、防災投資を行えば地震による被害が減
少し、復興投資の費用節約の効果が期待され
る。一方で、防災投資が実施されなければ、
巨大地震から大きな被害を受け、復興投資に
多大な費用と時間を要することになる。 
 一般的に地震の時期と場所に関する正確
な予知は難しいとされているが、我が国の巨

大地震に関しては、ある程度の地域性や周期
性が存在することが知られている。防災・復
興投資の費用と地震の経済的被害の費用の
最小化という観点から、防災投資と復興投資
の最適なバランスが存在しうる。地震は特定
の地域に直接的な被害をもたらすが、地震発
生後に各地域へ様々な間接的な被害を及ぼ
す。 
また、同様に地域局所的な地震に対する防

災・復興投資は、地震対象地域のみならずそ
の他の地域へ経済的な波及効果をもたらす。
巨大地震の場合、地震の直接的な被害と防
災・復興投資の地域経済への影響には、どの
ような関係が存在しうるのかという視点が
重要となる。 
(2)小ゾーン情報を用いた自然災害被害の産
業連関分析 
町丁大字従業者数と産業連関表を用いた

経済効果の計測手法を開発し、ある特定ゾー
ン内の生産活動が、川下および川上産業へも
たらす経済波及効果を推計する。自然災害等
により同ゾーン内における生産活動が停止
した場合を想定し、地域に生じる経済被害額
を推計する。自然災害のシナリオは様々であ
ることから、生産活動が停止するゾーンの範
囲の変化がもたらす地域経済への影響につ
いて分析を行う。 
ある特定ゾーンの生産額と粗付加価値は、

経済センサスの丁町・大字別の従業者数から
周辺ゾーンの生産部門別のシェアを求め、こ
のシェアを産業連関表の生産額と粗付加価
値額に乗じることによって求められる。経済
センサスの町丁・大字別従業者数は 18 部門
であり、産業連関表の部門数に合わせるため、
経済センサスの市町村別の743部門従業者数
から推計した按分比を用いる。 
産業連関モデルを用いた経済効果の計測

では、ある特定ゾーンに立地している生産部
門から生じる地域の川上産業および川下産
業への経済効果を、後方連関モデルと前方連
関モデルを用いて計測する。 
(3)多地域産業連関モデルを用いた交通遮断
の影響 
多地域産業連関モデルを用いて、地域間の

交通リンクの経済波及効果を計測する。地域
間産業連関表を用いると地域間の交易関係
の変化を考慮に入れながら地域間の経済波
及効果を計測することができる。地域間交易
係数変化の経済効果を分析できるチェネリ
ー・モーゼス型のモデルを用いる。 
自然災害やインフラの老朽化等により地

域間の交通リンクが遮断されると、交易パタ
ーンに変化が生じる。これを地域間交易係数
の変化として与える。地域間競争移入型の均
衡産出モデルを用いて経済効果を計測する。 
(4)流域・陸域における環境リスクの分析 
 流域・陸域圏における水域環境の健全化・
悪化に重要な役割をはたす環境負荷物質に
注目し、流域・陸域圏の経済活動から海洋・
湾へもたらされる環境負荷物質量を推計す



る。産業連関モデルと最適化モデルを用いて、
環境負荷削減政策の効果を明らかにする。 
(5)都市経済モデルを用いた自然災害リスク
の評価 
 都市空間を対象とした経済モデルを用い
て、津波等の地震情報に対する主観的信頼度
変化が都市の土地利用変化に及ぼす影響を
分析する。また、水害等の自然災害が都市内
の地代に及ぼす影響を分析する。  
 
４．研究成果 
(1)動学空間応用一般均衡モデルを用いた巨
大地震の防災復興投資の影響 
ここでは巨大地震の例として、南海トラフ

地震とりあげる。南海トラフ地震では東海・
南海・東南海の地域が地震被災対象地域とな
る。地震の直接的被害として各生産部門の資
本ストックの減少を想定する。 
 南海トラフ地震の動学的インパクトを評
価する。地震の直接的被害は、生産部門の資
本ストック減少率により与えられるものと
する。このケースについて、地震の動学的イ
ンパクトを評価する。 
 Base ケースは、地震が発生しない状態であ
り、50 期のあいだは定常状態の解とする。
Case1 は、地震の発生時期の予知情報がない
場合である。対象地域において地震が 25 期
目に突然生じると仮定する。このケースでは、
各生産部門は地震前に防災投資を行えない
ため、地震後の復興投資のみ行う。Case2 は、
地震の発生時期の予知情報が存在する場合
である。対象地域において地震が 25 期目に
生じることが予知されている。 
一般的に、防災投資がある場合、地震がも

たらす直接被害率は減少することが期待さ
れるが、この分析では Case1、Case2 のイン
パクトの比較を行うために、Case2 の資本ス
トックの被害率はCase1のそれと同じものと
する。Case2 では、各生産部門は地震前に防
災投資を、そして地震後に復興投資を行うも
のとする。 
 シミュレーション結果の一部を図１に示
す。Case1 では、25 期目に予知なしに地震が
発生する。東海・南海・東南海の各地域では、
地震後の GRP が減少し、その後徐々に回復す
る傾向を示す。東海・南海・東南海以外の各
地域(特に離れた地域)では、地震発生直後に、
若干であるが GRP が増加する。これはその他
の地域からの財フローによって賄われるた
めである。 
 Case2 では、各生産部門は地震の発生を予
知しているため、地震発生前に防災投資を行
う。そして地震発生後に復旧投資を行う。地
震前に東海・南海・東南海では防災投資を行
うため、GRP が増加している。地震後は Case1
と同様にGRPが減少し、その他の地域ではGRP
が増加している。Case1 と比べ Case2 では GRP
の減少が緩和され、その後より早く回復する
傾向であることが示されている。 
 

 

地震前        地震後 

図１ 防災復興投資の GRP への影響 
 
Case2 における地震前と地震後の地域間の

製造業財フローの変化量を調べると、二つの
主要な変化が存在する。ひとつは、地震発生
地域における地域内財フローの著しい増加
である。特に東海・南海・東南海の各地域で、
地域内財フローが顕著に増加している。その
一方で、それ以外の地域では、地域内財フロ
ーが減少する傾向がみられる。地震前にその
他の地域での地域内財フローが著しく変化
する。 
二つめは、東海・南海・東南海以外の地域

から、東海・南海・東南海の各地域への財フ
ローの増加である。地震後に、東海・南海・
東南海の各地域では復旧投資が増加するた
めに、他地域からの財フローが増加する。地
震発生直後では、復旧投資が急増するため、
地震前よりも地震後に財フローの変化は著
しくなっている。同様にして、首都直下型地
震の影響についても分析を行った。 
この他、中国の 30 都市・省を対象として、

唐山大地震を参考にして、渤海経済地域及び
中国全土に与える巨大地震の影響を分析し
た。 
(2)小ゾーン情報を用いた自然災害被害の産
業連関分析 
①三河港周辺ゾーンの経済効果 
三河港臨海部に立地する企業を対象とし

て、町丁字レベルの従業者数と産業連関モデ
ルを用いて経済波及効果を計測する。三河港
臨海部企業の後方連関効果と前方連関効果
を計測する。南海トラフ地震等の自然災害に
よって三河港臨海部企業の生産が停止した
場合の経済被害額の計測を行う。 
三河港臨海部における生産活動の停止が

もたらす生産額減少の結果の一部を図２に
示す。後方連関、前方連関（完全代替）、及
び前方連関（完全代替なし）の結果をまとめ
たものである。後方連関効果に比べて、前方
連関効果（完全代替）の生産額は小さくなっ
ている。前方連関（完全代替なし）では、2
期目より3期目でより大きな生産額の減少と
なっている。三河港後背地域及び愛知県には、
自動車関連産業が集積していることから、投
入財の技術的構造が生産額の減少に大きく
影響を与えると考えられる。 
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図２ 生産停止の影響 

 

三河港臨海部の町丁大字の従業者数と愛
知県の産業連関表を用いて、三河港臨海部の
経済効果を計測した。川上産業への後方連関
効果の計測では、従業者数でみると、東三河
の従業者数の 23％に相当する経済効果をも
つ。このことから、地域経済における三河港
の役割の重要性を再認識する結果となった。 
三河港臨海部における津波や液状化の被

害は、港湾後背の地域経済に大きな影響が及
ぶことを示唆している。生産部門の中でも、
主に自動車産業の被害の波及額が、大部分の
シェアを占めることが分かった。特に、前方
連関効果では、愛知県内の自動車産業が大き
な経済的被害を受けることが示された。南海
トラフ地震が発生した場合、自動車産業を中
心として、復興・再生政策などによる雇用の
維持及び創出の支援が重要であると考えら
れる。 
②原発周辺ゾーンの経済効果 
 原発周辺ゾーンの範囲を変化させて，地域
経済に及ぼす影響を分析する。ここでは浜岡
原子力発電所を分析の対象とする。原発を中
心とした円形を描き、半径 5km 圏から半径
40km圏まで5km毎に周辺ゾーンを変化させた
場合の経済効果を計測する。  
通常時は、原子力発電施設の周辺ゾーンの

範囲が拡大するほど、地域への経済効果は大
きくなる傾向がある。単位面積当たりの経済
効果では、半径 20km 圏周辺で経済効果の空
間密度関数にピークが存在した。半径 20km
圏には、市や工業地帯を含むことが理由とし
て考えられる。 
部門別では、輸送機械、飲食料品、商業が

大きなシェアを占めた。生産停止時の前方連
関効果の計測では、その他静岡県への電力供
給が減少するため、生産誘発額は大きく減少
することになった。また、被害ゾーンが拡大
すると自動車関連産業や食料品産業の生産
が停止することから、輸送機器や食料品部門
へのマイナスの影響が顕著となった。 
ゾーンの範囲によって産業構造が異なる

ため、地域防災や復興にはゾーン内の産業構
造を考慮した計画や施策が必要になると考
えらえる。 
(3)多地域間産業連関モデルを用いた交通遮
断の影響 
 日本の国土を結ぶ青函トンネル、本州四国
連絡橋、及び関門トンネルを対象として、地

域間産業連関表を用いて、これらの交通リン
クがもつ経済的含意を明らかにする。青函ト
ンネル、本州四国連絡橋、関門国道トンネル
がそれぞれ切断されるという３つのケース
における経済被害を試算した。図３に推計結
果の一部を示す。 
本州四国連絡橋を切断した場合が、他のケ

ースに比べて、全国に最も影響を齎すことに
なり、合計約９％生産誘発額が減少した。同
様にして、日本全国の港湾物流機能が停止し
た場合の効果についても計測を行った。 
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図３ 交通リンク遮断の影響 

 

 この他、北海道樽前山を対象として、樽前
山噴火により交通リンクが遮断した場合の
経済被害を計測した。世界産業連関表を用い
て、日本から海外へのロジスティックが遮断
された場合の経済波及効果を計測した。 
(4)流域・陸域における環境リスクの分析 
 豊川流域と三河湾を対象として、COD、T-P、
T-N の各流入総量制約を 0%から 20%まで、5%
毎に変化させた場合の生産額の減少率を推
計した。市町村別の減少率では、COD 削減率
15%のときに豊橋市、豊川市の生産額は大き
く減少し、COD 削減率 20%のときに、田原市
の生産額の減少率が約 12％と大きくなった。
図４に産業別影響の推計結果の一部を示す。 
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 部門別の減少率では、COD 削減率が 10%の
ときは、飲食料品、繊維製品の生産額減少率
が大きい。COD 削減率 15%のときには、精密
機械、鉄鋼の削減率が大きくなった。COD 削
減率 20%の時、ほとんどの部門において生産
額が 1%～2%減少し、精密機械の生産額減少率
は約 7%と最も大きくなった。T-N、T-P でも



ほぼ同じ傾向が得られた。 
動学最適化モデルを用いて、豊川流域圏に

環境負荷削減のための補助金政策の効果を
分析した。この他、同様なアプローチで海外
（中国など）の流域を対象として分析を行っ
た。 
(5)都市経済モデルを用いた自然災害リスク
の評価 
 家計の地震情報に対する信頼度の上昇に
伴い地震危険度の高い地区では地代が減少
し、地震危険度の低い地区では地代が上昇す
る。これにより、付け値地代が農業地代より
も低くなる地区は居住地として利用されな
くなるため、各地区の面積は地震危険度の高
い地区では縮小、地震危険度の低い地区では
拡大する。家計の主観的な情報信頼度の上昇
は、地震危険度の高い地区で被災する家計数
を事前に地震危険度の低い地区へ移動させ、
被災する人口や資源を減少させる効果があ
る。 
 この他、インドネシア・パランカヤ市を対
象にして都市経済モデルを構築し、水害の恐
れがある流域エリアにおける不法居住者の
居住立地の課題を分析し、リスクを減少させ
るための政策効果をシミュレーションによ
り明らかにした。 
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